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1. はじめ 

  1964 年の新潟地震以降, 地震時の液状化による被害が

広く認識されるようになり, そのメカニズムが研究され, 

液状化対策が取られるようになった. 今, 南海トラフ沿い

で発生する巨大地震やいつどこで起きるかわからない直下

型地震に対し, 対応を講じるとともにそれで起きる液状化

にも対策を練らねばならない.現在の液状化危険度予測は

対象とする区域を 250 ｍから 50 ｍのメッシュに分割し, 

そのメッシュ毎に液状化危険度の判定を算出していること

が多い. しかしメッシュ毎の評価では, 例えば, 複数の異

なった地形等がひとつのメッシュに含まれる場合には,そ

のメッシュを占める割合の大きい地形のデータをその代表

とする等の手法が採用される場合が多いため, 地点によっ

ては過小評価となっている可能性もある. したがって, 地

形の入り組んだ場所などではメッシュ単位ではなく微地形

に着目した液状化危険度の判定, 表現を用いることも一つ

の手法として有意義であると考える. そこで本研究では名

古屋市に着目し, 領域表示の液状化マップを作成する際に

重要となる液状化危険度と微地形との関係を分析すること

を目的とする.  

2. 液状化マップの現状 

2.1) 液状化マップの種類 

液状化マップには二通りある.  

液状化しやすさマップ：液状化しやすさマップは特定の地

震を対象とせず, どの程度の揺れで液状化する可能性があ

るかを示したものや, 地盤の情報のみから液状化しやすさ

を評価したものなどがある.  

液状化危険度マップ：液状化危険度マップとは, 特定の地

震が発生したときの液状化危険度を示したマップ.  

2.2) 液状化判定の県比較 

液状化に関するハザードマップの作成は市町村長に義務づ

けられておらず努力義務であり, 具体的な内容の指定がな

いためばらつきがある. そこで五大都市圏を含む都道府県

と内閣府が公表している液状化マップにおいて液状化判定

にどのような違いがあるのかを検討した. その結果をまと

めて表１に示す.  

表 1 液状化判定の比較 

  

液状化マップの表示方法としてはいずれも領域表示を用 

いずメッシュ表示であった. 液状化判定については北海道

のみ手法から異なっていた. 北海道は微地形区分より液状

化危険度を予測しているが, 松岡・若松・橋本 (2011) 1) の

250 ｍメッシュの地形・地盤分類から液状化危険度を推定

する方法を用いている. 北海道は広大な領域を液状化予測

の評価単位としているため, 詳細な地盤調査データが必要

な𝐹𝐿法や𝑃𝐿法などではなく微地形区分による予測手法を採

用していると考えられる. 大阪府のみメッシュ幅が 500 ｍ

となっている. これは 250 ｍのメッシュで表示するには地

盤情報データが十分でなかったことが原因である. 𝐹𝐿値の

算出に関してはいずれも道路橋示方書に準拠していた. 

2.3） 愛知県と名古屋市の液状化マップ 

愛知県と名古屋市

では液状化を予測

する手法自体に違

いはないが, メッ

シュの大きさが 250 

mと 50 mであり, 地

盤モデルの作成法

が違う. また, 地

下水位の設定も異な

っていた. 地下水位は名古屋台地と旧河道以外愛知県の方

が浅く設定されている. 図 1 に愛知県と名古屋市の 5 地震

参考モデル 4）での計測震度の違いを示す. 埋立地と南東部

が愛知県の計測震度が高くなっている.  

3. 液状化危険度と微地形分類との関係 

今回は発生頻度からみて起きる可能性が高い 5 地震参考モ

デル４）を用いて検討した.  

3.1)愛知県の液状化マップと微地形との関係 

 図 2 に愛知県の微地形別液状化危険度の割合, 図 3 に愛

知県液状化危険度を示す.  

 

図 2 愛知県の微地形別液状化危険度の割合 

山地や丘陵などでも液状化

危険度の非常に高いところ

がごくわずかではあるが見

られる. 山地, 山麓地, 丘陵, 

砂礫質台地, 谷底低地, 扇状

地, 磯・岩礁の 80％以上が液

状化危険度はかなり低いとい

う判定になっている. メッシ

図 3 液状化危険度 (愛

知県 250 mメッシュ) 

図 1 計測震度の差 

名古屋が大きい 



ュの 50％以上が, 液状化危険度が極めて高いと判断された

微地形は自然堤防, 旧河道, 三角州・海岸低地, 干拓地, 埋

立地であることがわかった.  

3.2)名古屋市の液状化マップと微地形との関係 

 図 5に名古屋市液状化危険度５）, 図 6に名古屋市微地形

別液状化危険度の割合を示す.  

 

図 5 名古屋市の微地形別液状化危険度の割合 

愛知県の液状化危険度予測

と同様, 山地や丘陵の液状化

危険度は低い. 大きく変わっ

ているのは砂礫質台地, 埋立

地, 旧河道である. 名古屋市

の砂礫質台地の 40％以上が

液状化危険度が高いと判定

されており, 砂礫質台地の

中でも名古屋市の中央に存

在する砂礫質台地に液状化危険度の高いメッシュが集中し

ている. 都市化がすすみ, ため池を埋め立てた場所が液状

化危険度の高さの原因と考えられる. 埋立地では砂礫質台

地とは逆に液状化危険度が非常に高いと判断されたメッシ

ュの割合は小さくなっていた. 干拓地や三角州・海岸低地

も愛知県の液状化危険度予測と同様に液状化危険度が非常

に高い. 干拓地に関しては液状化指数が 30を超える全メッ

シュのうちの 50％弱を占める. 砂礫質台地や後背湿地, 旧

河道は 4 段階評価でみるとばらつきが大きく一概に液状化

危険度を判定することは難しい.  

3.3)愛知県と名古屋市の液状化マップの関係 

同じ場所での液状化指

数の比較を行った. 名古

屋市の液状化指数から愛

知県の液状化指数を引い

た値を図 7 に示し, 4 段

階評価でみて名古屋市の

評価に対する愛知県の評

価を図 8 に示す. 図 7 か

ら全体でみれば愛知県の液状化予測の液状化指数のほう

が大きく出されるということが分かった. 愛知県の液状

化予測の方が地下水位の設定が浅いことは一つの原因と

考えられる. しかし 47％は差がプラスマイナス 5 で収ま

っている. 部分的に見れば名古屋市の西部は愛知県では

液状化指数が大きく判定され, 東部では小さく判定され

るという傾向がみてと

れる. 東部では液状化指

数の差が周囲の山地に

比べ液状化危険度の高

い谷筋にそってでてい

ることから解像度の向

上は液状化対策に有効

的であることが確認出

来た.  

微地形区分ごとに見ていくと埋立地, 干拓地, 旧河道が 

愛知県では液状化指数が大きく判定されることが分かった. 

また液状化マップの表現として重要な液状化危険度の 4 段

階評価でみると 250 m メッシュと 50 ｍメッシュでは名古

屋市西部東部よりも中央部で評価の違いが生じていること

がわかる. 図 9 に図 7 の微地形ごとの割合を示す. 河原な

ど大きなメッシュでは表しにくい場所は名古屋市の 50 m

メッシュの方が小さくでる.  

4. おわりに 

 GIS 上で液状化危険度マップを確認することで, 砂礫質

台地が一般的な傾向と異なり液状化危険度が高く評価され

ていたり, 埋立地地は液状化危険度にばらつきがあったり

など名古屋市の液状化危険度が高い場所の分布傾向や微地

形との関係が確認できた. 今回はあくまでもメッシュマッ

プによる評価であるため実際の細かな微地形は考慮できて

いない場所も存在するため液状化危険度と微地形との関係

が 100％対応しているわけではないことに注意が必要であ

る. 今後は名古屋市の液状化危険度マップを, 今回分析し

た微地形との関係を基軸に作成し, 住民の方と共有するこ

とで防災意識の向上と減災対策の促進に貢献していきたい

と思う.  
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図 8 名古屋市と愛知県の液状化

危険度 4 段階評価での違い 

図 7 液状化指数の差 

図 6 5 地震参考モデルの

地震の液状化危険度  (名

古屋 50ｍメッシュ） 
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図９ 微地形別の液状化指数の差 
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